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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 1,443,480

建物 7,088,836

減価償却累計額 △ 400,293 6,688,543

構築物 811,634

減価償却累計額 △ 99,539 712,095

機械装置 2,336

減価償却累計額 △ 499 1,836

工具器具備品 187,993

減価償却累計額 △ 92,769 95,224

医療用工具器具備品 41,961

減価償却累計額 △ 14,310 27,651

図書 661,607

有形固定資産合計 9,630,438

2 無形固定資産

ソフトウェア 14,764

電話加入権 1,468

無形固定資産合計 16,233

固定資産合計 9,646,671

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 336,355

未収学生納付金収入 3,750

たな卸資産 2,156

前払費用 92

その他の未収入金 3,409

立替金 142

流動資産合計 345,908

資産合計 9,992,579

科　目 金　　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成２０年３月３１日）
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（単位：千円）
科　目 金　　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成２０年３月３１日）

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 103,440

資産見返寄附金 261

資産見返物品受贈額 1,379,259 1,482,962

長期リース債務 24,373

固定負債合計 1,507,336

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 16,421

寄附金債務 160

預り科学研究費補助金等 13,887

源泉所得税預り金 2,815

その他預り金 225

未払金 207,254

リース債務 10,036

未払消費税等 724

流動負債合計 251,525

負債合計 1,758,862

資本の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 8,530,220

資本金合計 8,530,220

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1,468

損益外減価償却累計額（▲） △ 400,289

資本剰余金合計 △ 398,820

Ⅲ 利益剰余金

積立金 3,111

教育研究等改善目的積立金 39,925

当期未処分利益 59,280

（うち当期総利益） (59,280)

利益剰余金合計 102,318

資本合計 8,233,717

負債資本合計 9,992,579
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 131,131

研究経費 93,627

教育研究支援経費 35,328

受託研究費 14,411

受託事業費 3,071

役員人件費 39,310

教員人件費 1,059,896

職員人件費 210,847 1,587,623

一般管理費 236,258

財務費用

支払利息 3,794 3,794

経常費用合計 1,827,676

経常収益

運営費交付金収益 1,052,389

授業料収益 540,204

入学金収益 125,306

検定料収益 26,255

受託研究等収益

国又は地方公共団体からの受託研究等収益 5,981

その他の団体からの受託研究等収益 9,150 15,131

受託事業等収益 3,075

寄附金収益 500

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 5,446

資産見返寄附金戻入 0

資産見返物品受贈額戻入 84,869 90,315

財務収益

受取利息 1,250

延滞金 598 1,849

雑益

財産貸付料収益 18,905

手数料収益 4,301

間接経費収入 6,090

その他の雑益 2,483 31,780

経常収益合計 1,886,807

経常利益 59,130

臨時損失

承継物品費・消耗品費等 13,446 13,446

臨時利益

前期損益修正益 13,441

その他の臨時利益 155 13,597

当期純利益 59,280

目的積立金取崩額 0

当期総利益 59,280

損　益　計　算　書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

科　　目 金　　　　　　　　　額
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 267,389

人件費支出 △ 1,266,446

その他の業務支出 △ 166,221

運営費交付金収入 1,059,089

授業料収入 560,517

入学金収入 125,068

検定料収入 26,255

受託研究等収入 16,264

受託事業等収入 3,075

寄附金収入 300

その他の収入 32,713

預り科学研究費補助金等の純増減額 8,665

小計 131,889

業務活動によるキャッシュ・フロー 131,889

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 14,013

小計 △ 14,013

利息及び配当金の受取額 1,250

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 12,763

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 11,856

小計 △ 11,856

利息の支払額 △ 3,853

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,710

Ⅳ　資金に係る換算差額 －

Ⅴ　資金増加額 103,416

Ⅵ　資金期首残高 232,939

Ⅶ　資金期末残高 336,355

キャッシュ・フロー計算書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

区　　　　　　分 金　　　額
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（単位：円）

Ⅰ　　当期未処分利益 59,280,919

当期総利益 59,280,919

前期繰越欠損金 0

Ⅱ　　利益処分額

積立金 0

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けた額

教育研究等改善目的積立金 59,280,919 59,280,919 59,280,919

利益の処分に関する書類

科　　　　目 金　　　　額
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（単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１） 損益計算書上の費用

業務費 1,587,623

一般管理費 236,258

財務費用 3,794

臨時損失 13,446 1,841,123

（２） （控除）自己収入等

授業料収益 △ 540,204

入学料収益 △ 125,306

検定料収益 △ 26,255

受託研究等収益 △ 15,131

受託事業等収益 △ 3,075

寄附金収益 △ 500

資産見返運営費交付金等戻入 △ 5,055

資産見返寄附金戻入 0

財務収益 △ 1,849

雑益 △ 25,690 △ 743,067

     業務費用合計 1,098,055

Ⅱ　損益外減価償却相当額 200,144 200,144

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 11,665

Ⅳ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による賃借取引の機会費用 9

地方公共団体出資の機会費用 104,951 104,960

Ⅴ　（控除）設立団体納付額 -

Ⅵ　行政サービス実施コスト 1,414,826

行政サービス実施コスト計算書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

科　　　　目 金　　　　額

6
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注  記  事  項 

  
Ⅰ 重要な会計方針  
 １ 運営費交付金収益及び授業料収入の計上基準  
    期間進行基準を採用しております。  
    なお、退職一時金及び特別交付金のうちの特別経費については費用進行基準を採用 

 しております。  
  
 ２ 減価償却の会計処理方法  
  (1) 有形固定資産  
      定額法を採用しております。  
      耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。 

       なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

        建物          ５～４４年  
         構築物         ３～４７年  
         工具器具備品    １～１４年  
       また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 84）の減価償却相当額に 

  ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 
 (2) 無形固定資産  
      定額法を採用しております。  
    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５ 

  年）に基づいて償却しております。 

   
  ３ 引当金の計上基準  
      退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に 
   係る引当金は計上しておりません。  
      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方 
   独立行政法人会計基準第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の  
   当期増加額を計上しております。  
  
 ４ たな卸資産の評価基準及び評価方法  
    たな卸資産（貯蔵品）  評価基準：低価法   
                       評価方法：最終仕入原価法 

 

  ５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  
   (1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費 

   用の計算方法  
       福岡県河川流水占用料等徴収条例を参考に計算しております。  
  
   (2) 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率  
       10 年利付国債の平成 20 年 3 月末利回りを参考に 1.275％で計算しております。  
  
 ６ リース取引の会計処理 

     リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売 
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 買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ７ 消費税の会計処理  
    消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。  
 

 ８ その他 

   利益の処分に関する書類を除き、記載金額は千円単位とし、表示単位未満について 

 は切り捨て表示しております。 

 

 

Ⅱ 「貸借対照表」注記  
   退職給付引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は、966,766 千円です。  
  
 

Ⅲ 「キャッシュ・フロー計算書」注記  
 １  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳  
        平成 20 年 3 月 31 日 

      現金及び預金           336,355 千円  
    
  ２  重要な非資金取引の内容 

該当する事項はありません。 
 

Ⅳ 「行政サービス実施コスト計算書」注記  
   (1) 引当外退職給付増加見積額については、福岡県からの派遣職員に係る金額 17,557

千円を含みます。    
  (2) 機会費用の内訳 

    設立団体に係る額  104,951 千円 

 

Ⅴ 重要な債務負担行為  
  該当する事項はありません。  
  
 

Ⅵ 重要な後発事象  
   該当する事項はありません。  
  



 

 

 

 

 

 

附 属 明 細 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

当期償却額

建物 - - - - - - -

構築物 771,888 39,746 - 811,634 99,539 49,964 712,095 注）１

機械装置 - 2,336 - 2,336 499 499 1,836

工具器具備品 227,646 4,146 1,837 229,955 107,079 46,069 122,875

図書 649,987 11,619 - 661,607 - - 661,607

車両運搬具 - - - - - - -

計 1,649,522 57,848 1,837 1,705,532 207,118 96,533 1,498,414

建物 7,086,740 2,096 - 7,088,836 400,293 200,148 6,688,543

構築物 - - - - - - -

計 7,086,740 2,096 - 7,088,836 400,293 200,148 6,688,543

土地 1,443,480 - - 1,443,480 - - 1,443,480

美術品・収蔵品 - - - - - - -

計 1,443,480 - - 1,443,480 - - 1,443,480

土地 1,443,480 - - 1,443,480 - - 1,443,480

建物 7,086,740 2,096 - 7,088,836 400,293 200,148 6,688,543

構築物 771,888 39,746 - 811,634 99,539 49,964 712,095

機械装置 - 2,336 - 2,336 499 499 1,836

工具器具備品 227,646 4,146 1,837 229,955 107,079 46,069 122,875

図書 649,987 11,619 - 661,607 - - 661,607

美術品・収蔵品 - - - - - - -

車両運搬具 - - - - - - -

計 10,179,742 59,945 1,837 10,237,849 607,411 296,682 9,630,438

ソフトウェア 5,997 15,015 6,247 14,764 - - 14,764

電話加入権 1,468 - - 1,468 - - 1,468

計 7,466 15,015 6,247 16,233 - - 16,233

長期前払費用 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

計 - - - - - - -

注）１　構築物に係る当期増加額は全て、平成18年度分の修正処理によるものです。

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

差引当期末残高 摘　要

無形固定資産
（償却費損益内）

投資その他の資産

有形固定資産
（償却費損益内）

有形固定資産
（償却費損益外）

非償却資産

有形固定資産合計

9



当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯 蔵 品 2,009 2,261 - 2,114 - 2,156

計 2,009 2,261 - 2,114 - 2,156

注）１　当期増加額のその他は、設立団体（福岡県）からの無償譲与によるものです。

(2)　たな卸資産の明細

　　　　　　　（単位：千円）

種　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要
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(3)　有価証券の明細
(3)－1　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(3)－2　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　引当金の明細
(6)－1　引当金の明細

該当事項はありません。

(6)－3　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

(7)　保証債務の明細

該当事項はありません。
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(8)　資本金及び資本剰余金の明細

設立団体(福岡県)
出資金

計

資本剰余金

無償譲与

計

損益外減価償却
累 計 額

差 引 計

注）1 設立団体（福岡県）からの現物出資によるものです。
注）2 設立団体（福岡県）からの無償譲与によるものです。

(9)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
(9)－1　積立金の明細

該当事項はありません。

(9)－2　目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

(10)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
(10)－1　運営費交付金債務

(10)－2　運営費交付金収益

942,218

110,171

1,052,389

- 6,782 2,940

合計

9,722 - 6,782 -

13,481

（単位：千円）

期末残高

▲ 398,820

（単位：千円）

期末残高
資本剰余金

▲ 198,676

-9,722

-

資 産 見 返
運営費交付金

1,059,089 -

▲ 200,144

当期振替額

小　計

942,218

- 1,045,607-

19年度交付分

1,052,389

-

1,052,389

1,045,607

103,389

交付年度

合  計

業務等区分

期間進行基準によるもの

費用進行基準によるもの

平成19年度

合　計

平成18年度

資本剰余金

期首残高

- 1,045,607

交 付 金
当 期 交 付 額 運 営 費 交 付 金

収 益

1,059,089

200,144 200,144

1,468

- -

1,468 -

16,421

- 1,468

- -

- 1,468 注）2

8,530,220

- 8,530,220

摘要

注）1

当期減少額

-

期首残高

資本金

当期増加額区　分

8,530,220 -

8,530,220 -

（単位：千円）

18年度交付分

-

6,782

6,782

- 400,289
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(11)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(11)－1　施設費の明細

該当事項はありません。

(11)－2　補助金等の明細

該当事項はありません。

(12)　役員及び職員の給与の明細

常　勤

非常勤

計

常　勤

非常勤

計

常　勤

非常勤

計

（注）
１．役員に対する報酬は、公立大学法人福岡県立大学役員報酬規程に基づき算出されます。
２．教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人福岡県立大学職員賃金規程及び公立大学福岡県立大学法人非常勤職員賃金
　　規程に基づき算出されます。なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出されます。
３．役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には総支給人員数を記載しております。
４．報酬又は給与欄には法定福利費(132,244千円)が含まれております。

5

76

126

-

84,313

210 84,313

-

202

81

129

84,313

-

10

10

84,313

-

10

- -

-

退職給付

（単位：千円、人）

-

支給人員

役　　　員 537

区 分

報酬又は給与

支給額

38,772

39,310 8

支給人員

3

教 職 員 43,525

1,142,905

1,181,677

合計 44,062

1,225,740

1,186,430

10

-

-

支給額

13



(13)　業務費及び一般管理費の明細

教育経費 受託事業費
消耗品費 25,203 消耗品費 2,228

備品費 1,318 印刷製本費 99

印刷製本費 12,592 光熱水費 -

水道光熱費 14,378 旅費交通費 265

旅費交通費 12,501 通信運搬費 -

通信運搬費 1,662 賃借料 -

賃借料 389 修繕費 10

保守費 - 会議費 -

修繕費 1,199 報酬・委託・手数料 468

損害保険料 - 図書費 -

広告宣伝費 1,819 支払リース料 -

行事等 1,596 雑費 -

諸会費 80 3,071

会議費等 125

報酬・委託・手数料 17,912 役員人件費
奨学費 12,337 報酬 31,200

減価償却費 27,292 賞与 6,079

貸倒損失 409 法定福利費 2,030

図書費 - 39,310

支払リース料 - 教員人件費
交際費 - 常勤教員人件費
徴収不能額 - 給料 615,188

租税公課 - 賞与 227,312

雑費 178 退職給付費用 84,313

工事費 134 法定福利費 105,641 1,032,455

131,131 非常勤教員人件費
研究経費 給料 26,614

消耗品費 44,021 賞与 -

備品費 4,228 法定福利費 826 27,441

印刷製本費 3,153 1,059,896

水道光熱費 3,459 職員人件費
旅費交通費 16,347 常勤職員給与
通信運搬費 960 給料 129,209

賃借料 458 賞与 46,219

保守費 33 法定福利費 19,334 194,763

修繕費 125 非常勤職員給与
損害保険料 15 給料 13,890

広告宣伝費 - 賞与 756

行事費 204 法定福利費 1,436

諸会費 3,728 賃金 16,083

会議費等 172 210,847

報酬・委託・手数料 6,318 一般管理費
減価償却費 10,019 消耗品費 3,364

図書費 - 管理物品費 2,218

支払リース料 - 印刷製本費 644

雑費 63 水道光熱費 15,928

工事費 316 旅費交通費 3,414

93,627 通信運搬費 3,148

教育研究支援経費 賃借料 18,526

消耗品費 964 車両燃料費 -

備品費 - 福利厚生費 -

印刷製本費 235 保守費 82,188

水道光熱費 3,916 修繕費 12,807

旅費交通費 7 損害保険料 768

通信運搬費 46 広告宣伝費 -

貸借料 1,768 行事費 12

保守費 2,496 諸会費 2,289

修繕費 - 会議費等 121

諸会費 95 報酬・委託・手数料 14,106

会議費等 - 租税公課 949

報酬・委託・手数料 20,787 減価償却費 62,301

減価償却費 5,010 図書費雑費 2,027

図書費 - 支払諸会費 -

雑費 - 交際費食糧費 72

35,328 雑費工事費 11,368

受託研究費 236,258

消耗品費 4,156

管理物品費 -

印刷製本費 1,260

旅費交通費 180

通信運搬費 1,306

貸借料 -

修繕費 9

諸会費 -

会議費 42

報酬・委託・手数料 7,456

減価償却費 -

図書費 -

雑費 -

14,411

（単位：千円）
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(14)  寄附金の明細

(15)  受託研究の明細

(16)  共同研究の明細

該当事項はありません。

(17)  受託事業等の明細

(18)  科学研究費補助金の明細

注）上段（ ）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

-合　計 - 3,075 3,075

期末残高

-- 3,075 3,075

区　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益

0
1

（単位：千円）

1

36

摘要

合　計

件数（件）

種目 当期受入 件数

当期受入額

- 15,131

区　分

（単位：千円）

1

1

-

15,131

（単位：千円）

（単位：千円）

期末残高

15,131

受託研究等収益

3

18

11

2

合　計
(6,090)

(3,850)

厚生労働省
0

(2,001)

萌芽研究

(34,127)

特別研究
(1,100)

0

基盤研究Ｃ
(16,500)

(4,100)

若手研究Ｂ
(6,576)

(1,230)
基盤研究Ｂ

(4,860)

期首残高

区　分 当期受入

300

合　計 300

- 15,131

0

-

摘要
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(19)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金

②資産見返物品受贈額の明細

③未　払　金

合　計 1,379,259

工具器具備品に係る分 486,263

図 書 に 係 る 分

機 械 装 置 に 係 る 分 1,836

区　分 金　額 摘　要

構 築 物 に 係 る 分 214,788

（単位：千円）

14,764

661,607

（単位：千円）

摘　要

摘　要

合　計

そ の 他 97,433

そ の 他 の 預 金 24,629

金　額

普 通 預 金 311,726

現 金

区　分

固 定 資 産

金　額

人 件 費 90,473

19,347

区　分

合　計

-

ソフトウェアに係る分

336,355

207,254

（単位：千円）
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